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第 1 章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 
県では、平成５年度に『宮崎県生活排水対策総合基本計画』を、その後、計画の改訂、第２次計

画等の策定を経て、平成２６年度には『第２次宮崎県生活排水対策総合基本計画（２次改訂計画）

（平成２７年度～令和２年度）』を策定し、県、市町村そして県民が一体となって生活排水対策を

総合的かつ計画的に推進してきました。その結果、生活排水処理率及び汚水処理人口普及率は向上

し、河川の水質もおおむね良好な水準を維持しています。 
しかしながら、人口減少や高齢者社会の到来、施設の改築更新費用の増加など、生活排水対策を

取り巻く環境は、以前より厳しさを増しています。 
また、令和２年４月１日付けで浄化槽法の一部を改正する法律（令和元年法律第４０号）が施行

され、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進及び浄化槽の維持管理強化について、改め

て強く求められているところです。 
さらに、生活排水処理施設の老朽化に伴う更新や人口減少に伴う使用料収入の減少など施設の経

営環境が厳しさを増す中で、効率的な事業運営を行っていくため、国の方針も踏まえ、令和４年度

までに生活排水処理施設の「広域化・共同化計画」を策定し、この計画に基づいて、広域化・共同

化を推進する必要があります。 
このような状況の変化に対応するため、現計画の目標年度である今年度、生活排水処理施設の整

備のより一層の促進に加え、将来にわたって持続可能で効率的な運営管理を図るという観点から、

広域化・共同化も視野に入れた今後の生活排水対策の指針とするため、『第三次宮崎県生活排水対

策総合基本計画』を策定しました。 
 
 
２ 計画の性格・位置付け 

本計画は、みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例（平成１７年宮崎県条例第２０

号）第４９条の規定により、生活排水の排出による公共用水域の水質汚濁の防止を図るための必要

な対策を推進するために定めたものです。 
また、本県の環境保全施策のマスタープランとして位置付けられる『第四次宮崎県環境基本計

画』における施策の一つとして、【生活排水対策の推進】があります。本計画は、県の生活排水対

策の方向性を示し、施策を実施するためのものです。 
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また、この計画は、市町村が公共下水道等の生活排水処理施設の整備や維持管理、住民への啓

発活動等を実施するに当たり、相互に連携してより効果的・効率的な事業の推進を図るための指

針となるものです。 
さらに、この計画は、県民の自発的な取組を促進し、県民と行政が一体となった生活排水対策

の推進を図るものです。 
 
 

第四次宮崎県環境基本計画の施策体系図（抜粋） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 計画の期間 

この計画は、令和３年度（２０２１年度）から令和１２年度（２０３０年度）までの１０年間を

計画期間とします。 
 
 
４ 計画の対象地域 

この計画は、県下全域を対象地域とします。 

ひと・自然・地域

がともに輝く持続

可能なみやざき 

環境保全のために行動する人づくり 

生物多様性の保全 

環境と調和した地域・社会づくり 

循環型社会の形成 ４Ｒの推進 

脱炭素社会の構築 

地球環境、大気環境の保全 

水環境の保全 

生活排水対策の推進 

化学物質対策 

地球環境、大気･水環境等の保全 

環境負荷の低減等 

廃棄物の適正処理の推進 
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５ 生活排水処理施設の種類及び生活排水処理率 

（１）生活排水処理施設の種類 
生活排水を処理する施設（＝生活排水処理施設）には、処理方法や管轄する省庁などの違いに

より、様々な種類があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 生活排水処理施設のイメージ 
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注）特定地域 ：水質汚濁防止法に基づく生活排水対策重点地域、過疎地域、振興山村等 

 
 
（２）生活排水処理率 

生活排水処理率とは、地域の住民基本台帳人口に対して、生活排水が生活排水処理施設によっ

て処理されている人口の割合をいい、総務省が発表している「汚水衛生処理率」と同様の指標と

なるものです。 
 
 
 

また、別の指標として、汚水処理人口普及率があります。これは地域の住民基本台帳人口に対

して生活排水処理施設が整備された人口の割合を示すもので、生活排水処理率とは必ずしも一致

しません。それは、施設の整備を完了しても、各家庭から施設に接続するまでに時間が必要とな

るためです。 
 
 
 

本計画では、実際に生活排水が処理されている比率を表す『生活排水処理率』を主要指標とし

て用いますが、生活排水処理施設整備計画の進捗に関する指標として、『汚水処理人口普及率』

を併せて用いることとします。

法律区分 大区分 内容 所管

市町村が管理する下水道で、下水の排除または処理に必要と
されるもの

公共下水道（狭義）
都市計画事業として、主として市街地で整備するもので、計
画処理人口は制限なし

特定環境保全公共下水道
非市街地の自然公園区域や農山漁村等の大きな集落を整備す
るもので、計画人口が概ね10,000人以下のもの

農業振興地域を整備するもので、計画規模が20戸以上、1,000
人程度以下のもの

漁業集落を整備するもので、計画人口が100人以上5,000人程
度以下のもの

林業振興地域を整備するもので、計画規模が20戸以上、1,000
人程度以下のもの

山村振興地域等を整備するもので、計画規模が3戸以上20戸未
満のもの

小規模集落を整備するもので、計画規模が10戸以上20戸未満
のもの

総務省

廃棄物
処理法

し尿
処理施設

集合住宅を対象として、計画人口101人以上30,000人以下のも
の

特定地域注）、集合処理区域の周辺地域等において市町村が設
置する合併処理浄化槽で、計画規模が単年度当たり10戸以上
20戸未満（集合処理区域周辺地域では20戸未満）のもの

総務省

漁業集落排水施設

林業集落排水施設

簡易排水施設

個別排水処理施設

国土
交通省

農林
水産省

環境省

合併処理浄化槽
個人または市町村が設置するもので、市町村が設置するもの
については、計画規模が年間20基以上（過疎地域及び振興山
村では10基以上）のもの

小規模集合排水処理施設

コミュニティ・プラント

農業集落排水施設

処理施設名称

集
合
処
理
施
設

個
別
処
理
施
設

下水道法 下水道

浄化槽法 浄化槽

浄化槽法 浄化槽

公共下水道（広義）

汚水処理人口普及率(％) ＝ ───────────── × １００ 
生活排水処理施設整備人口  
地域の住民基本台帳人口 

生活排水処理率(％) ＝                × １００ 
生活排水処理人口  
地域の住民基本台帳人口 


